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２．発表のポイント 

◆ 特発性正常圧水頭症は治療可能な認知症ですが、治療後も認知機能障害などの 

後遺症に悩まされる患者が少なくありません。 

◆ 4 年間の研究により、特発性正常圧水頭症の患者の多くは、超早期治療により認知 

機能が改善・維持され、長期間認知症を発症しないことがわかりました。 

◆ 超早期治療により、患者の後遺症とそれに伴うご家族の介護負担を大幅に軽減す 

ることが期待されます。 

◆ しかし、その超早期診断には課題があり、従来の診断では見逃されるケースが 

多いこともわかりました。 

 

 

 

 

治療できる認知症 

特発性正常圧水頭症患者への超早期治療の有効性が明らかに 



 

 

 

 

 

 

３．発表概要 

５大認知症の一つである特発性正常圧水頭症は、手術によって症状を改善することができ

ます。しかし、その効果には限界があり、病気が進行するほど認知障害や歩行障害が残ります。

また、病気の進行に伴い、アルツハイマー病など他の認知症を併発することも多いのです。 

そのため、治療を行っても介護が完全に不要になることは困難でした。超早期治療でこの問

題を解決できる可能性がありますが、明らかになっていないのが現状です。 

 

 大阪医科薬科大学の梶本宜永専門教授らの研究グループは、かねてから超早期治療を模索

していました。特に、超早期段階での診断法が確立されていなかったため、リハビリテーシ

ョン医学教室との共同研究により診断法の改良を行いました。その結果、多くの超早期症例

が診断ができるようになり、今回の研究につながりました。 

  

超早期治療により、多くの患者

の認知機能が長期にわたり改善・

維持できることが研究により明ら

かになりました。また、趣味や仕

事ができるほどの高い生活の質

（QOL）を長期間にわたって保つ

ことができ、認知症の発症を防止

していることも示唆されました。

ここでいう超早期とは、症状が非

常に軽い前駆期（注 1）のことを

指します（図１）。前駆期の定義

は、アルツハイマー病やパーキ

ンソン病の前駆期の定義に準じ

ました。 

 

 

４．発表内容 

【研究の背景】 

 特発性正常圧水頭症は、認知症、歩行障害、尿失禁の３つの症状を呈する高齢者の進行

性疾患です。これらの症状は高齢者ではありふれたものであるため、病気であると気づか

れないことが多いのです。このため、多くの患者は見逃されて治療されないままになって 

 

 

 

（図１）                        



 

 

 

 

 

 

います。その結果、寝たきりになってしまったり、病気が進行してから発見されたりして

います。この状態で治療を受けても、相応の障害が残り、要介護状態から脱することは難

しいと考えられます。また、高齢者ではよく見られる病気（注２）にも関わらず、医療関

係者を含む多くの国民に知られていないのも問題です。 

 

 

【研究内容】 

 2015 年 1 月から 3 年間に大阪医科薬科大学病院で手術治療を受けた特発性正常圧水頭

症患者 83 名のうち、前駆期の 12 名（平均 73.3 歳）を対象としました。前駆期は、認知

機能が MMSE で 24 以上かつ歩行機能が 3mTUG で 13.5 秒未満と定義しました。手術後 4 年

間にわたり特発性正常圧水頭症の重症度スケール（INPHGS），認知機能（MMSE）、前頭葉機

能（FAB）、転倒傾向、社会参加状況について後ろ向きに調査しました。 

 

 症状の改善は 4 年間持続しました（図２）。認知機能は 4 年後も MMSE が平均 26.1 点と

維持され、4 年間の間に認知症（MMSE23 点以下）を発症したのは 1 名（8%）のみでした

（図２、３）。一般に、軽度認知障害者の半数は 3 年以内に認知症を発症するといわれて

いますので、今回の結果は、超早期治療が認知症予防に高い効果を発揮することを示して

います。 

 

 

 

（図３） 

（図２）★は、統計学的な有意差あり 



 

 

 

 

 

 

 

 さらに、83%の患者が、仕事（会社経営）や趣味（ゴルフ，ジム、楽器演奏など）を通

じて生活をエンジョイし、介護とは無縁で高い生活の質（QOL）を長期間維持することが

できました（図４）。また、すべての患者でバランス障害があり、75%では転倒していまし

たが、術後は転倒しなくなりました。診断面

では、半数の患者が画像診断で診断基準を満

たさない（Evans' index > 0.3）ことがわか

りました（図５）。 

 

 以上より、特発性正常圧水頭症の超早期治

療により、長期にわたり認知機能や歩行機

能、社会参加能力を良好に維持することがで

きました。また、認知症の予防効果も高いこ

とが示されました。このような超早期治療を

実現するためには、超早期段階の患者を確実

に診断できる診断システムの確立が望まれま

す。 
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（図５）               

（図４）                           

趣味や仕事の長期継続 術後 4 年間の認知症発症 



 

 

 

 

 

 

【社会的意義】 

特発性正常圧水頭症は、要介護になりやすい高齢者の病気です。致命的な病気ではない

ので、ご家族には数年にわたる介護の労力と費用の負担が重くのしかかります。また、患

者数は約 58 万人に達する可能性があり（注 2）、介護など社会が負担する社会保障費も莫

大なものとなっています(注 3）。今回の研究結果は、前駆期での超早期治療により、特発

性正常圧水頭症の患者が高い QOL を長く維持できるようになり、ご家族も介護の負担から

解放されるものと考えられます。 

 

 さらに、本研究で見出された前駆期での超早期治療が普及すれば、介護に伴うご家族の

みならず行政の負担を大きく軽減しうることを示唆しています。 
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６．用語解説 

（注 1）前駆期 

認知症疾患の発症過程には、無症状であるが病気のプロセスが潜行する前臨床期、軽微な

症状が出る前駆期を経て本格的な発症に至ります。前駆期とは、軽微な症状があるものの

日常生活動作に障害がない時期のことをいいます。 

 

（注 2）正常圧水頭症患者の患者数推計 

2020 年の 65 歳以上の高齢者人口は、3,621 万人です。日本の 4つの疫学調査によると、

特発性正常圧水頭症患者の有病率は、高齢者人口の約 1.6％（0.5～2.9％）であることが 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

報告されています。これらを単純に掛け合わせると、現在の日本には 58 万人もの特発性

正常圧水頭症の患者がいる計算になります。水頭症患者の平均余命が 10 年とすると、毎

年 5万 8千人が発症していると推定されます。特発性正常圧水頭症の患者の手術件数は、

年間約 5千件程度に留まっています。実に、10 人に 1人しか治療されておらず、膨大な

数の患者が見逃され、治療を受けていない可能性があります。 

 

（注 3）介護費用 

58 万人に年間 100 万円の介護費用が発生した場合、特発性正常圧水頭症によって年間

5,800 億円もの介護費用が発生している可能性があります。 

 

 

 

［本件に関するお問い合わせ］ 
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